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全国障害者問題研究会

第50回全国大会（京都）基調報告
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…………………………………………………………………………………………………………
はじめに
　2014年１月、日本政府は障害者権利条約を批准しました。権利条約は、長年にわたる障害者にたいする不平等な実態を認識し、「障害に基づくいかなる差別もなしに、全ての障害者のあらゆる人権及び基本的自由を完全に実現すること」を世界に約束したものです。どのような障害があっても、特別な権利ではなく、同年齢の市民と同等の権利として生きる権利があります。国や社会にはそれらの権利を保障する義務があることを定めているのです。
　しかし、こうした権利条約実現の方向に反して、安倍政権は社会保障費の削減を進め、他方で税制を優遇された大企業がさらに潤う政策を拡大しつづけています。さらに重大なことは、国会での多数議席を背景に、憲法違反であるとの多くの国民の声を無視して、昨年９月「安保法」（戦争法）を強行に可決したことです。法が施行された現在、「戦争をする国」にしないという幅広い人々の思いをひとつにした運動がますます重要になっています。戦争が障害者を新たにつくり出すこと、貧困と格差の先に戦争があることは、痛苦の歴史が教えています。「平和憲法を守り、発達保障の道を力強く進もう」の全障研声明はこうした安保法制の廃止を断固求めています。一方で、
　こうした、いのちと平和、平等で公平な社会が求められる情勢の中で、全障研は結成50周年を迎え、第50回全国大会を京都で開催することとなりました。
１．全障研50年の歩みから
　50年前の1966年、全障研結成に向けた準備が本格的に始まり、翌年結成大会が開かれました。この第50回大会から来年の第51回大会までの１年間を全障研結成50周年と位置づけ、発達保障のとりくみを発展させていきたいと思います。
　半世紀前の日本では、障害児・者に対する施策は極めて貧弱で、いわば無権利状態に置かれていました。障害のある子どもの多くが不就学の状態に置かれ、障害乳幼児のための保育や療育、あるいは青年・成人期の障害者のための生活や労働の場もほとんど保障されていませんでした。加えて、高度経済成長の歪みである公害や薬害は、国民のいのちを奪い、健康を破壊しました。これに対し、「緑と清流を守り、いのちと暮らしを守る」政治を求める運動が国民的な規模で巻き起こり、「学校に行きたい、友だちがほしい」と就学権保障を求める運動が広がりました。こうした中で、「障害者の権利を守り、発達を保障する」ことを目的に、全障研は結成されたのです。
　しかし、障害児・者の人権保障、発達保障の道はけっして平坦ではありませんでした。当時は障害児・者の発達を否定的ないしは限定的に捉え、社会への順応を強調する教育論が支配的でした。安上がりな労働力として従順に黙々と働く「愛される障害者」像が押しつけられました。それに対し全障研は、障害者は保護の対象ではなく権利の主体であること、発達は権利であり無限の可能性のあること、人間らしく生きていくためには教育、福祉、医療、労働が統一的に保障されなければならないこと、障害児・者に訓練的に対応するのではなく、内面に目を向け、悩みや葛藤、そして真のねがいを読み取ることの必要性を論じてきました。そして障害児・者と家族の要求を掘り起こし、一人のねがいをみんなのねがいへとつながりを広げ、実現するための研究運動を行ってきました。
　こうした研究運動と要求運動の力は、養護学校義務制を実現させ、さらに20世紀の終わりまでには、希望する子どもたちへの後期中等教育保障が大きく前進しました。また「すべての障害乳幼児に科学の光を」というスローガンの下にすすめられた障害の早期発見と保育・療育を充実させるとりくみ、共同作業所づくりなど学校卒業後の働く場をつくるとりくみなど、障害のある人のライフサイクルを見通した権利保障の展望を切り開いてきました。同時期は、障害者権利宣言（1975年）、国際障害者年（1981年）という、障害者の社会参加と平等を実現する国際的な行動が広がっていく時期でもあります。21世紀には障害者権利条約へと結実する権利保障の歩みと全障研の50年をふりかえるとき、障害者の基本的な人権を保障するインクルーシブな社会をめざす流れとして重なりあうものであったことがわかります。
　しかし世界的流れとなった新自由主義は、今世紀に入りいよいよ本格的に政策の基調となり、教育も福祉も市場の原理に浸食されるようになりました。福祉の契約制度化や民間企業の参入は福祉から取り残される多くの人を生んでいます。障害故の支援に負担を求めることは憲法に反すると訴訟された障害者自立支援法は、その廃止を国が「基本合意」で約束し、「和解」したにもかかわらず、求められた「総合福祉法」ではなく「総合支援法」とされ、今年５月に成立した「３年見直し改正法」は部分的な改善はあるものの、介護保険制度との統合が図られようとしています。特別支援教育における就労準備への偏重は、「自立と社会参加」の名の下に近年ますます拍車がかかる一方で、これまでの政策･方針を「インクルーシブ教育システム」と読み替える強引な動きも目立ってきています。
　国際障害者年は世界平和の強化を訴えました。障害者権利条約は、すべての人の権利が平等に保障され、社会参加を通して自己実現ができるインクルーシブな社会の方向を指し示しています。障害者の生きる権利、発達する権利は、戦争を是認する体制の下ではけっして実現しないのです。
２．乳幼児期の情勢と課題
　「やっぱり、ちがう。そう確信した時、震えるほどの不安と焦りでいっぱいでした。些細なことでも自分だけが責められているようで、心は重く…」
　今大会のシンボルイラスト「おむすび」の作者、川村昇代さんの母親、康好さんのことばです。川村さんは、障害児通園施設での保護者との語らいによって「苦しい自分をさらけ出すことができた」と綴っています（『みんなのねがい』2016年５月号）。
　障害のあるなしにかかわらず、ライフサイクルにおいて子どもの時期は、「人になりゆく時期」として重要な意味をもっています。子どもの権利条約も、障害者権利条約もこれを認め、障害がある場合は、なおいっそう特別なケアを国の責任において保障すべきであるとしています。
　今年6月に改正された児童福祉法には子どもの権利条約の精神にのっとって、最善の利益を優先することが書き込まれました。しかし同時に、保護者の養育責任を前面に打ち出しており、障害児福支援施策のあり方と関わって吟味しなければならない改正だといえます。
実際、この間、児童福祉法の障害児に関わる事項は障害者自立支援法という成人障害者を対象とした法律の「子ども版」のように変えられてきました。この問題点をつかんでおく必要があります。
　第1に支援の入り口の問題です。政府は障害者権利条約で義務づけられた国連への報告書で、「障害児には、成人の障害者とは異なる支援の必要性があることに留意する旨明記している」と述べていますが、障害児通所支援など、児童福祉法によって規定されている子どもが利用する福祉制度は、申請から支給決定、契約、利用などの流れは成人と同じです。障害が未確定である場合を十分に考慮せず、発達しつつある子どもという視点が欠落しているために、通所の決定も、場合によっては「保護者の申し出たサービスを提供すること」のみに目が注がれてしまいがちです。現在、厚労省が強化しようとしている障害児相談支援の問題点のひとつはここにあります。子育てに戸惑い、孤立しがちな乳幼児期に、保護者とともに子どもにとって何が必要かを考える専門性をもった支援が求められているといえます。
　第２に、地域療育の計画整備の問題です。2012年の改正児童福祉法以後、児童発達支援の施設・事業所はたしかに増加し、2014年10月時点の厚生労働省の社会福祉施設等調査概況によれば、児童発達支援センターは福祉型453ヵ所、医療型111ヵ所、児童発達支援事業は2714ヵ所となっています。しかし、地域療育の要と指摘された児童発達支援センターの整備が不十分なため、都市部を除いて身近な地域での療育は実現していません。数字の上では量的に充足しているかのように見えても、山間部や離島の療育は等閑視されつづけているのです。今後、｢障害児福祉計画」が自治体に義務づけられる方向ですが、計画の立て方がいわゆる積み上げ方式で、福祉圏域ごとに必要な施設づくりに財政保障を含めて都道府県が責任をもつものになっていません。
　第３に、療育の専門性にかかわる問題です。乳幼児期の療育には、見通しのある毎日の生活を基盤として、からだを動かし、子どものことをよく理解している大人とたくさんあそぶといったとりくみが大事にされなければなりません。しかし、発達は「○○ができること」、療育は「○○をさせてできるようにすること」と言い換えられ、個別訓練マニュアルを実施する事業所が増えてきました。子どもの発達を熟知し、意欲を育てる遊びを展開する専門性が軽視される傾向が強まってきています。「できる、できない」に振り回されて、保護者の子育てもいっそう追い詰められてしまいます。ゆれ動く保護者の気持ちに寄り添いながら、保護者が子どもの成長を喜びあえるようになることや見通しをもつことなど、子育て支援に求められる内容は、本来、期間で区切ったりメニュー化したりできないことを含んでいます。しかし、こうしたていねいな療育を実施しようとすれば、時間も人手もかかり、いきおい事業者の負担となってしまいます。｢目に見える形の療育」がはびこる根っこには、効率よく運営して利益を得るという制度の問題も横たわっているといえます。
３．学齢期の情勢と課題
　障害のある子ども・青年の学校教育は、2007年から部分的な制度変更を伴って「特別支援教育」と呼ばれるようになりました。今年はそこから10年目、特別支援教育「元年」に小学校・小学部の1年生となった子どもたちは後期中等教育のステージに進む段階を迎えています。この子どもたちの9年間の義務教育は「一人ひとりのニーズを踏まえて適切な指導と必要な支援を」用意するものだったでしょうか。この子たちを迎え、卒業させた学校教育は、「どの学校、どの学級にも障害や特別なニーズをもつ子どもがいることを前提に、学校全体で子どもたちを支援する」ものになっていたでしょうか。いずれも、「特別支援教育」が国民に約束したはずのことばです。
　この10年で、特別支援学校で学ぶ子どもは約３万人増加しました。1.3倍の増加です。同様に、小中学校の特別支援学級で学ぶ子どもは９万人弱（1.8倍）の増、通級による指導を受ける子どもに至っては、４万5000人が９万人を超え、２倍にまで増加しました。これら3つの場で学ぶ子どもの総計は43万人弱で16万3000人の増、10年前の1.6倍になっているのです。通級指導を受ける子どもの増加について、文部科学省は「障害の認知度が高まり、学校の受け入れ態勢が整った」結果だと評価しているといいます。しかし、それだけでしょうか。
　特別支援教育「元年」と言われた2007年は第一次安倍政権の下で全国一斉学力テストが強行された年でもありました。そこから10年、「学力」向上を競わされる各自治体の教育行政は、ベテラン教師の大量退職と青年教師の増加なども梃子にしながら、授業や学級づくりの面では「教育スタンダード」「授業スタンダード」などと称してその「標準化」をめざし、管理面では校長のリーダーシップの下に学校外の専門機関との連携・分担を促進しようとする「チーム学校」(中教審答申、2015年12月）を一律に押しつける傾向を強めています。その背後には「教育の目標が達成されるよう…体系的な教育が組織的に行われ」ることを求める改定教育基本法（第6条学校）があります。この条文は「教育を受ける者」に対しても「学校生活を営む上で必要な規律を重んずる」こと、「自ら進んで学習に取り組む意欲を高めること」を求めます。2018年度からの本格実施に向けて準備が進められる「特別の教科・道徳」もこの延長線上に位置づくものです。このような学校観、教育観の蔓延によって、教室がかつてなく息苦しくされてきた結果、特別支援学校、特別支援学級、通級指導などで学ぶ子どもが増えていると思われます。
　特別支援学校、特別支援学級、通級指導教室などで学ぶ子どもの増加は、教育条件をめぐってもきびしい状況を生み出しています。特別支援学校はこの10年で101校増設されましたが、これは10年前の1.1倍に過ぎません。特別支援学級は１万7000学級弱の増加ですが、これも1.4倍に過ぎず児童生徒の増加に追いついていません。7000人にまで増加した通級指導担当教員も同様です。児童生徒の激増に見合う人的・物的な条件整備はなされておらず、教育条件の悪化が顕著です。
　学校や学級、教室の過密化、過大規模化は、教師と子どもの細やかなコミュニケーションを成立させる条件を奪い、「いのちと安全を守るために」という口実で「規律」や「スタンダード」を呼び込みます。本来、障害のある子ども一人ひとりの状況に即して、必要な変更や調整を要求できる権利を示したものであるはずの「合理的配慮」が、従来と変わらない障害種別ごとの対応法に変質されがちなのも、こうした状況の反映という面があるでしょう。医学や心理学、行動科学などに名を借りて、一見科学的な装いをこらしながら、子どもの行動を手っ取り早くコントロールしようとする手法が持ち込まれる傾向も強まっています。障害のない場合の後期中等教育修了後の進学率が7割を超える中で、障害のある18歳にだけ「100%就労」を求める逆立ちした「キャリア教育」も、大人の側の都合で、子どもの「適応」や「行動変容」を求めるという点では同様の問題点をもっています。これらがあいまって、子どもの内面に思いを馳せることのない「強い指導」を唱導する傾向が強まっています。
　「それでいいのかな」と立ち止まろうとしても「チーム学校」の圧力はそれを許しません。教育条件が劣悪化する中で、教師一人ひとりに求められる仕事の量と密度は過重化され、初任者にも「即戦力」を、子育てや介護などにとりくむ教師にも「一人前」を求める圧力が強まると、学校は一人ひとりの状況に心を配るしなやかさを奪われます。そうした傾向が強まれば強まるほど、「困っている子」は「困った子」に、「困っている保護者」は「困った保護者」に、「困っている同僚」は「困った同僚」に見えがちです。
　「あの子が大事にされなければ、ぼくかて大事にされへんのやで」。全障研結成からほどない時期に、養護学校義務制のゆたかな実施を求める全国の運動と実践を励ました京都府立与謝の海養護学校の生徒のことばです。寄宿舎で障害の重い子どもの面倒をみるわが子を心配した母にその子が返したことば、それを母親と学校が大切に聴きとって、学校づくりの礎にするとともに、全国にも発信したのです。障害のある子ども、さまざまな困難を抱える子どもたちを大切にする学校はどのような理念に立たなければならないか。今だからこそ改めて深く学びたいことばです。
　学校外の生活にも目を向けておきましょう。放課後等デイサービスは、地域による偏りなどももちながら、急増しました。放課後、子どもたちがスクールバスでなく「放課後デイ」事業者の車で下校していく姿はすっかり当たり前のものになっています。
　障害のある子どもたちを育てる家族の生活にも貧困の影響が顕著な中で、放課後の生活が家族の責任に一面的に委ねられるのでなく、そこに対応する社会資源が整備されてきたことは積極的な意味をもっています。他方で、そうした社会資源が整備される過程で、そもそもの条件が貧しく切り下げられた上に、市場原理が持ち込まれてきたことによって、障害のある子どもたちの生活は、毎日違う事業者が提供するサービスのパッチワークのようなものにされてしまったり、訓練や学習塾まがいの活動が「付加価値」として宣伝される状況に曝されていたりします。そこでは、毎日の放課後の生活を、子どもの発達に必要な滋養に満ちた生活にしていこうという発想は後退しがちです。営利追求を目的とする事業者の不正と自治体による指定取消等が報じられ、それを梃子に制度の「見直し」なども政策議論の課題にさせられようとしています。
　「障害のある子どもたちにゆたかな放課後を」。この「ゆたかな放課後」ということばに私たちはどのようなねがいを込めてきたのか。「ゆたかな放課後」をどの子にももれなく保障していくためにはどのような制度が求められるのか。現状のリアルな検討に基礎を置き、子どもと家族の人間らしい生活を権利として保障するという視点に立った本格的な検討が待たれます。

　また「学齢期」の修了が学びの場の終了ではないという思いを集めた実践や運動が、さまざまな形で広がっています。「18歳以降の教育」分科会を中心に議論を深めていきましょう。
４．成人期の情勢と課題
　障害者総合支援法の改正案が、５月26日、成立しました。障害者自立支援法を廃止してつくる新法の基本となる「骨格提言」をまったく無視して名前を変えたに過ぎない総合支援法は、成立にあたって｢３年後に見直す」ことになっていましたが、｢介護保険優先原則」、家族の収入に依拠する利用者負担制度、必要な支援が受けられない支給決定システムなどの問題を見直すことのない、今回の｢改正｣となりました。「見直し」は本来、障害者権利条約のいう障害のない市民との平等を実現するための一歩となる切実な要求であったにもかかわらず、政府はこれを無視したのです。
　障害者自立支援法の廃止を求める運動が広がって以来、｢基本合意の完全実現をめざす会」を中心に求めてきた改善要求は、いずれも障害者の生活と権利の根本にかかわる問題です。たとえば｢65歳問題」があります。ホームヘルプや外出支援などの障害福祉サービスを利用して自分らしい生活を組み立てていた障害者が、65歳になったとたんに介護保険制度の利用を強いられ、利用料の１割負担やサービス提供時間の削減を迫られるのです。年齢を区切りにして、支援の質の低下と費用負担増に甘んじなければならないのは理不尽だと、岡山や千葉では新たに訴訟が始まっています。「骨格提言」をなきものにしようとする政府の姿勢は、「ふつうに生きたい　くらしたい！」という障害者のねがいに背くものです。
　障害のない市民との平等という観点に立ったとき、もっとも重大な課題のひとつは所得保障です。今年２月、障害のある人のいる世帯の貧困率はそうでない場合の２倍以上であるという研究が報道されました。また、きょうされんも2012年に続き２回目の「地域生活実態調査」を実施し、障害福祉の施設・事業所を利用している人の81.6％が相対的貧困以下の所得であることや年齢が長じても親に依存した生活をせざるを得ない実態を明らかにしました。障害基礎年金の抜本的引き上げや住宅など暮らしの場の確保など、地域生活の基盤整備はまさに喫緊の課題です。
　しかし、政府の社会福祉・社会保障政策は改悪の一途をたどっています。｢社会保障・税一体改革」として公的責任を投げ捨てた｢自助・共助（互助）、公助」のスローガンの下で行われようとしている諸施策は、憲法25条の理念の歪曲であり、｢負担なければ給付なし」を前提とした自己責任の押しつけです。
　さらに政府は、身近な地域での福祉サービスの提供の仕組みも公的責任をさらに後退させる方向で改悪しようとしています。今年3月に出された｢地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供に向けたガイドライン」がそれです。これは、子どもにかかわる問題、高齢や障害にかかわる問題、生活困窮や貧困、さらには「ひきこもり」など、地域に生じたさまざまな問題を｢包括的」に引き受け、福祉サービスを提供する施設や事業者を指定するもので、地方自治の理念を投げ捨て、サービス提供の効率化に資するものでしかありません。こうした動向を批判的に検討し、制度の改善を求めていくには、幅広い分野との連携が必要です。社会保障・社会福祉の改悪に反対し、憲法25条を守ろうとしている人々と、いっそう力を合わせていく必要があります。
５．研究運動の課題
　今年は、50回を迎える全障研の記念すべき全国大会です。この50年間の研究運動の積み重ねとその到達点を確認し、運動の成果を確信しつつ、しかし現状にある課題を認識し、未来に向かって研究運動をさらに推し進めていく必要があるでしょう３点の課題をまとめたいと思います。
（１）到達点を確認し、実態をつかみ、今日の課題を学びあおう
　「１．全障研50年の歩みから」でも述べているように、結成大会が開催された50年前は、障害者やその家族は厳しい権利侵害の状態にありました。そうした中、全障研は、障害がどんなに重くても、その人らしく発達する権利、生活する権利の獲得の実現をめざして、障害者やその家族、関係団体と連携しつつ、研究運動を積み重ねてきました。
　半世紀を経た現在、障害者の人権や自己実現はだれも否定できないこととして社会的にも広がり、法律や政策の理念に掲げられています。しかし、残念ながら、その内実が実現しているといえません。私たちは、｢他の者との平等｣を実現する道のりの半ばを歩んでいるといえます。
　ここまで述べてきた各分野の情勢にあるように、障害者の人権保障に逆行する政策が強行されつづけているなかにあって、障害者と家族の生活の上に生じている問題をつぶさにつかんでいく活動がいっそう重要になっています。本大会の分科会で報告、討論されるレポートはその大事な一歩ともなるものです。報告されたレポートをさらに支部やサークルで検討するなど、実態や課題を深く共有しましょう。
　またこのような課題にとりくみむにあたって、障害者権利条約に照らして実態を把握するという視点を強調したいと思います。権利条約には障害者が社会生活を送る上でのあらゆる権利が書き込まれています。その内容は、私たちがめざしてきた発達を保障する社会の到達点を確認する規準ともなるものです。
　同時に、つかんだ実態を政府以外の組織として国連に届ける活動に生かしていくことが求められています。政府が国連に報告する条約の履行状況の内容は法整備などに終始し、実態に踏み込んでいません。政府報告に欠落している障害者・家族のおかれている実態を明らかにして、これを国連に届けるパラレルレポートの作成が日本障害フォーラム（JDF）によってすすめられています。その一角を担う日本障害者協議会（JD）につどい、さまざまな現場での実態や意見をパラレルレポートに反映させましょう。
（２）権利の主体者として憲法を守る研究運動を展開しよう
　全障研は、「障害者の権利を守り、発達を保障する」ため、その実現に向けた研究運動を展開してきました。この50年の歩みは、障害者やその家族が教育、生活、労働などに関するさまざまな権利侵害からの解放をめざして、障害があっても、当たり前の権利を当たり前に享受できる民主主義の社会を追求しようとしたものです。この背景には、政府の行為によって戦争の惨禍を二度と起こさせないことを規定し、すべての人が手に手を取り合い、安心してその人らしく暮らす権利があることを定めた日本国憲法の原則を、障害者問題と関係させつつ実現させたいという強い決意がありました。こうし決意があったからこそ、21世紀最初の人権条約である障害者権利条約の批准に結びついたことは言うまでもありません。
　政府は、いわゆる「戦争法」や秘密保護法などによる「戦争のできる国づくり」へと暴走を始めているだけでなく、TPP締結による国内産業や医療体系の破壊など、安心で安全な生活を国民から奪い取ろうとしています。さらに政府は、軍隊を堂々と保有し、他国との紛争を武力によって解決できるようにする憲法の改悪まで目論んでいるのです。誰もが安心してその人らしく暮らせる発達保障の理念と、かけがえのない多くのいのちが一瞬で奪われる戦争は、けっして両立するものではないのです。
　今年は憲法公布70年です。平和主義、基本的人権の尊重、主権在民を謳い、敗戦のどん底から戦後日本の発展を支えてきた日本国憲法。一人ひとりが権利の主体であり、立憲主義を守る主人公です。いま、改めて憲法を学び、それを生かすとりくみが求められます。
　全障研が加盟する日本障害者協議会は、昨年は「戦後70年と障害者」にとりくみ、今年、2016年秋には「憲法70年と障害者」を企画しています。障害者・患者９条の会も学習会と国会前や街頭でのアピールに努力し、この間千葉や滋賀をはじめとして会が発足したり準備がすすんでいます。連携を強めながら平和と民主主義に貫かれた発達保障の道を力強く歩みつづけましょう。
（３）これまで以上のたくさんの仲間とつながって、一歩前に「プラスワン」
　50回を迎える全障研全国大会の中で、京都での開催は４回目22年ぶりです。この間、私たちは、思いを共にする多くの仲間とつながってきました。とりわけ、2011年度から昨年度までの５年間、「全障研５か年行動計画」として、多様なつながりやネットワークを構築しました。その成果は、たとえば、いくつかの支部でベテランと若手がともに支部をつくっていくようなとりくみに表れています。
　多様なつながりは、一つには多様な職種とのつながりです。障害のある当事者、その家族、教育、医療、保健、福祉、労働などにかかわる実践家や研究者が、それぞれ対等の立場で手をつなぎ、協働・連帯しながら研究運動を積み重ねてきました。NPO発達保障研究センターとのつながりも充実しています。二つには世代を超えたつながりです。全障研結成当時を知る経験を積んだベテラン世代から、最近になって障害者問題に関心をもった若い世代まで、幅広い年齢や経験の人が、発達保障を志向して全障研活動に参加しています。第50回大会の合言葉は「プラスワン　あなたと次の一歩を」です。機関誌『みんなのねがい』や『障害者問題研究』を普及させ、身近なところで読者会を始めるなどして、積極的に研究運動を前進させましょう。困難で厳しい状況だからこそ、みんなで集まって、なんでも語り合い学び合うとりくみが活力を生み出します。
　全障研はこの50年間、障害者や子どもを出発点として、そのねがいに耳を傾け共感し、総合的・多面的に事実を確かめながら多くの仲間と協働して研究運動を展開してきました。これまでの到達点を確認しつつ、一歩前にプラスワン、さらに多くの仲間とつながりながら前進していきましょう。
　最後に、今大会に向けて、実践や研究の成果をまとめた全障研出版部の新刊が出版されています。初めて大会に参加した方も、まだ全障研の会員になっていない方も、ぜひこれらの本や『みんなのねがい』などを手にとってください。そして全障研の会員となって学習活動に参加しませんか。全国の仲間とのつながりに加わってくださることを呼びかけます。
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